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■ ＰＦＩの定義
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▼ Private Finance Initiative の略

▼ 公共施設等の建設、維持管理及び運営民
間の資金、経営能力及び技術的能力を活
用 し た （ こ れ ら に 関 す る 企 画 を 含
む。）を行う手法

▼ ＰＦＩ事業は、「民間資金等の活用によ
る公共施設等の整備等の促進に関する法
律」（ＰＦＩ法）に基づいて実施する。

１．ＰＦＩとは



公共サービスのニーズ
画一的 → 個別的

公共サービスのニーズ
画一的 → 個別的

効率的な公共ｻｰﾋﾞｽの要求効率的な公共ｻｰﾋﾞｽの要求

民間資金・ノウハウを活用して、

質の高いサービスを効率的に提供する

ことを図る

Ｐ Ｆ Ｉ

規制緩和行政改革

財政負担の軽減

公共の財政悪化

■ ＰＦＩの背景

１．ＰＦＩとは
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１．ＰＦＩとは■ＰＦＩの基本理念：

「官民の適切な役割及び責任の分担の下に公共施設等の整備等
事業の実施を民間事業者に行わせることが適切なものについて
はできる限り民間事業者にゆだねる」（ＰＦＩ法第３条）

■ＰＦＩの５原則３主義



従来
方式

企画 設計 建設 維持管理・運営 監視

自治体 自治体 自治体

民間

民間 民間

民間民間
民間 民間

PFI
方式

自治体 民間 自治体

■従来方式とＰＦＩとの違い

典型的なPFI 従来から行われてきた民間委託・請負

委託期間 長期的 基本的に単年度

委託範囲 包括的 個別業務ごとの委託が多い

建設費 民間側が立替（事業者が資金調達） 自治体が負担（一般財源、起債等）

発注方法 性能発注
契約書を自社責任で解釈した活動

仕様発注
自治体の判断・仕様にもとづく活動

リスク 契約書に明記された部分に基づく 基本的に自治体が負う

業務改善イン
センティブ

働きやすい側面がある
（民間事業者の創意工夫の余地大）

働きにくい側面がある
（民間事業者の創意工夫の余地小）

[出典：行政マンのための自治体PFI相談室（三井真著）]を一部加工 6

１．ＰＦＩとは
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× ×

民間：事業全体を受託→経営

行政：必要なサービスの特定

【
Ｐ
Ｆ
Ｉ
】

サ
ー
ビ
ス
の
提
供

施
設
の
整
備

施
設
の
整
備

施
設
・サ
ー
ビ
ス
の
管
理

＋ ＋

設計受託
建設請負

個別作業受託

行政：段階ごとの計画・管理・運営

民
間

【
従
来
型
】

個別作業受託

一番札 一番札 一番札 内容も含めた一番札

■従来方式とＰＦＩとの違い
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１．ＰＦＩとは
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② 公用施設 ：庁舎、宿舎等

① 公共施設 ：道路、鉄道、港湾、空港、河川、
公園、水道、下水道、工業用水道等

③ 公益的施設：公営住宅及び教育文化施設、廃棄物
処理施設、医療施設、社会福祉施設、
更生保護施設、駐車場、地下街等

④ 情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リ
サイクル施設（廃棄物処理施設を除く。）、観光施設
及び研究施設

⑤ 上記に掲げる施設に準ずる施設として政令で定める
もの

■ ＰＦＩ法第２条で定められた対象分野および施設

１．ＰＦＩとは



■イギリスにおけるＰＦＩ

１）ＰＦＩ誕生の背景

・内部要因：サッチャー首相が推進した行財政改革

・外部要因：ＥＵ統合にむけた財政健全化

２）保守党サッチャー政権時代（１９７９年～１９８９年）

・「市場原理の尊重，小さな政府」の政策推進

⇒ 国営企業の民営化，行政機関の独立行政法人化

⇒ ＰＦＩ導入の基礎作り

３）保守党メージャー政権時代（１９９０年～１９９６年）

・「民間で行える分野はできる限り民間に任せ，政府の関与は最小限」

⇒ ＰＦＩの導入（１９９２年）

ユニバーサル・テスティング(Universal testing)の導入（１９９４年）

※新規固定資本投資はすべてPFIの可能性を検討しなければ、予算配分を行わない

⇒ＰＦＩの普及・拡大

４）労働党ブレア政権（１９９７年～）

・ＰＦＩ推進体制の整備，ノウハウの蓄積，入札コスト削減等の取組みにより

基本的な引き継がれ今日に至る（現在地方自治体のＰＦＩ事業は200件以上）

・ＰＦＩより広い理念であるＰＰＰ(Public Private Partnerships)を並行的・優

先的に使用 ※公共サービスに民間部門によるマネジメントの効率性をとり入れる方策 9

１．ＰＦＩとは



■日本におけるＰＦＩ導入経緯

1980年代 民活導入（民営化：電電公社、国鉄、日本航空）

1990年代 バブル崩壊。財政構造改革停滞。第三セクター破綻

1997.11 「21世紀を切り開く緊急経済対策」閣議決定

・PFIガイドライン作成、中部空港建設へのPFI活用検討

・各省庁で研究会等の発足

1998.5 「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関
する法律案」（PFI法案）国会提出

1999.9 PFI法施行

・総理府に「民間資金等活用事業推進委員会」を設置

2000.3 内閣総理大臣「基本方針」策定

2001.1 PFI推進委員会による「リスク分担・協定」「プロセス関
係」のガイドライン公表

2001.7 「VFM関係」ガイドライン（案）

2003.6 契約に関するガイドライン，モニタリングに関するガイ
ドライン公表

2005.8 PFI法の改正

2008.1現在 PFI法に基づき全国で293事業が実施方針公表，167事業
がサービス提供開始 10

１．ＰＦＩとは



■ 国の「基本方針(2000.3)以降に実施方針が公表されたＰＦＩ事業(平成20年2月1日現在）

事業主体 件数 比率(%)

国 ４０ １３．６

都道府県 ６８ ２３．１

政令指定都市 ３９ １３．２

政令指定都市以外の市町村 １０８ ３６．６

事務組合 ９ ３．１

特殊法人その他公共法人 ３１ １０．５

北海
道

１
０

栃木 ２ 石川 ４ 滋賀 ３ 岡山 ６ 佐賀 １

青森 ０ 群馬 ０ 福井 ５ 京都 １１ 広島 １１ 長崎 １

岩手 ６ 埼玉 １４ 山梨 ２ 大阪 １８ 山口 ４ 熊本 ３

宮城 １
０

千葉 １９ 長野 ２ 兵庫 １２ 徳島 ３ 大分 ３

秋田 １ 東京 ４３ 岐阜 ４ 奈良 ０ 香川 ２ 宮崎 ０

山形 ８ 神奈川 １８ 静岡 ９ 和歌
山

０ 愛媛 ２ 鹿児
島

４

福島 １ 新潟 ５ 愛知 １７ 鳥取 ０ 高知 １ 沖縄 ２

茨城 ４ 富山 ４ 三重 ３ 島根 ４ 福岡 １０ 国外 １

【事業主体別内訳】

【地域別内訳】
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■日本におけるＰＦＩ導入状況
１．ＰＦＩとは



■ 国の「基本方針(2000.3)以降に実施方針が公表されたＰＦＩ事業(平成20年2月1日現在）

【事業分野別内訳】

事業分野 施設種類 件数 比率(%)

教育と文化 文教施設、文化施設 ９６ ３２．８

生活と福祉 職業訓練施設、福祉施設 １４ ４．８

健康と環境 医療施設、保健衛生施設、廃棄物処理施設、
水道施設、斎場、浄化槽

５４
(18)

１８．４
(6.1)

産業 農業振興施設、漁港、工業振興施設 １４ ４．8

まちづくり 道路、公共交通、空港、河川、公園、下水道
施設、海岸保全・港湾施設、公営住宅、市街
地再開発

３５ １１．９

あんしん 警察施設、消防施設、防災施設、行刑施設 １８ ６．１

庁舎と宿舎 庁舎、宿舎 ３２ １０．９

その他 複合施設、その他 ３０ １０．２

12
( )：廃棄物処理施設 ・BTO：４件・BOT：４件・BOO：６件・DBO：４件

１．ＰＦＩとは
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ＰＦＩ従来型

(公共直営）

設計

建設

維持管理

運営

公共

発注

発注

委託

直営or委託

設計

建設

維持管理

運営

公共

一括
発注

・運営、維持管理ノウハウの設計への反映

・LCC(ライフサイクルコスト）の最適化

■一括発注による効果

２．ＰＦＩのメリット



■ＶＦＭとは（Value For Money)

「支払い（公的財政負担）に
対し最も高い価値（サービス
の質）を供給する」という考え
方であり，公共事業において
は税金（Money）の使用価値
（Value）を最も高めようとす

ることをいう。 PFI(1)

サ

ー

ビ

ス

コ

ス

ト

サ

ー

ビ

ス

コ

ス

ト

公共
（従来型）

サ

ー

ビ

ス

コ

ス

ト

PFI(2)

従来型公共事業のＶＦＭ

従来型分担 （リスク移転度）

（ＶＦＭ）

最適分担

最大可能ＶＦＭ

過剰移転

リスク管理費増大による
ＶＦＭの低下
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・リスクを最も適切に予見できる主体がリスクを負担する

・リスク管理能力が最も高い主体（リスクの最小化が可能な主体）
がリスクを負担する

■PFI事業のリスク分担の最適化

２．ＰＦＩのメリット
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ＶＦＭ

資金調達コスト

（支払利息、配当金）

運営コスト

建設コスト

リスク調整費
（工事費、運営費などコスト

増加のリスク費用）
法人税等

支払利息

運営コスト

建設コスト

従来方式
ＰＳＣ（パブリックセクター・コンパレータ）

ＰＦＩ方式

■ＶＦＭの考え方

２．ＰＦＩのメリット
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２．ＰＦＩのメリット

■財政支出の平準化

公共の財政負担の発生パタン → 平準化

運営・維持管理費運営・維持管理費 運営・維持管理費運営・維持管理費

建設費相当分建設費相当分

建
設
費

建
設
費

n年目n年目

ＰＦＩ従来型

建設時 建設時

平準化！
建
設
費

建
設
費
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２．ＰＦＩのメリット

◎ 低廉かつ良質な公共サービスが提供されること

◎ 公共サービスの提供における行政の関わり方の改革

◎ 民間の事業機会を創出することを通し、経済の
活性化に資すること

従来型公共サービスの見直し

リスクの検討、官民役割分担最適化

社会的資金活用（ファイナンス）の最適化

■ＰＦＩの総括的なメリット
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２．ＰＦＩのメリット

事業開始までに時間がかかる

協定締結までの事業者選定コストの増大

財政の硬直化の懸念

中小企業の参入の困難性

適切なモニタリング（監視）の実施

直営・現委託等の関係職員の雇用確保

民間企業側の事業ノウハウの早期構築

■ＰＦＩの課題
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２．ＰＦＩのメリット
■ＰＦＩ導入の一般的課題

項 目 課 題

実施プロセス

○ 手続の煩雑さ、多大な業務量

○ 手続きの公平性・透明性確保及び評価の客観性確保

○ 民間事業者における十分な提案時間の確保、及び入札コストの軽減

○ 現行の入札・契約制度上では対応できない部分等についての、公共内部の
意見・調整

○ 事業期間全体を見通したスキームやシステムの構築

○ 補助金・交付金に関する国・都道府県との協議・調整

○ 関係者、地域住民との協議・調整、意見の反映

ＶＦＭの評価

○ ＶＦＭ算定・評価の信頼性確保

○ データ不足による、精度の高い予測の困難さ

○ リスク調整費の算定

業務範囲 ○ 大規模修繕業務の扱い

収益施設の需要リスク ○ 収益施設の需要リスクの官民分担方法

支援措置

○ 補助金のＰＦＩ事業者への支払時期及び金額の明示、及び変更リスクの負
担方法

○ 従来方式では発生しない税金等の負担

○ 施設の法定耐用年数と事業期間の差異による法人税負担の増大

民間収益施設の併設 ○ 民間収益施設の経営リスクの分離

参入企業 ○ 情報・ノウハウ・人材・資金等の不足による、地元企業参入の困難性



３．ＰＦＩの仕組み

出資

融資

事業
契約

直接契約（DA）

公 共

事業会社

（SPC）

金融機関金融機関

設計事務所設計事務所 運営会社運営会社 維持管理会社維持管理会社建設会社建設会社

出 資 者出 資 者
保険会社保険会社

等

SPC＝ Special Purpose Company

国国
補助金

※補助事業の場合、

事業債による起債が可能

■ＰＦＩ事業の基本スキーム
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コーポレートファイナンス → 企業の与信を担保に融資

出資 担保

貸付

返済

債務保証
企 業企 業

事業会社事業会社

金融機関金融機関

プロジェクトファイナンス → ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの収益力を担保に融資

出資

担保

プロジェクトファイナンス

収益
返済

事業会社事業会社

企 業企 業

金融機関金融機関

プロジェクトプロジェクト

■プロジェクトファイナンスとは

３．ＰＦＩの仕組み
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公共公共 ＰＦＩ事業者ＰＦＩ事業者 利用者利用者

1)サービス購入型

サービス提供料金支払

３)ジョイントベンチャー型

ＰＦＩ事業者ＰＦＩ事業者 利用者利用者

サービス提供

料金支払

公共公共 補助金等

２)独立採算型

ＰＦＩ事業者ＰＦＩ事業者 利用者利用者

サービス提供

料金支払

公共公共 事業権等公共公共

■PFI事業の形態

３．ＰＦＩの仕組み
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事業方式を，設計・建設，管理・運営，事業終了までの過程における施設の所有権に着目した分類

民民民民
民間企業が資金調達し，施設の設計・建設，維持管
理・運営を一括して行う。

ＢＯＯ方式
（ＰＦＩ方式）

民民民民

民間企業が資金調達し，施設の設計・建設，維持管
理・運営を一括して行う。施設完成後，民間企業は契
約期間にわたり施設を所有する。契約期間終了後，施
設の所有権は公共に引き渡される。

ＢＯＴ方式
（ＰＦＩ方式）

官民民民
民間企業が資金調達し，施設の設計・建設，維持管
理・運営を一括して行う。施設完成後，所有権は公共に
引き渡される。

ＢＴＯ方式
（ＰＦＩ方式）

官民民官
公共が資金調達し，民間企業は施設の設計・建設，維
持管理・運営を一括して行う。

ＤＢＯ方式
(公設民営方式)

官民民官
従来方式同様に施設を建設した施設の引渡しを受ける。
民間企業が維持管理・運営を一括して行う。

ＤＢ＋Ｏ方式
（公設・民営方式）

官官民官

公共が資金調達し，民間企業は性能仕様を満たすよう
に施設を設計・建設する。施設の維持管理・運営は公
共が行う。

ＤＢ方式
（従来方式：公設公営

方式）

施設
所有

管理
運営

設計
建設

資金
調達

事業方式

・ＤＢ ：Design(ﾃﾞｻﾞｲﾝ：設計)－Build(ﾋﾞﾙﾄﾞ：建設)
・ＤＢＯ：Design(ﾃﾞｻﾞｲﾝ：設計)－Build(ﾋﾞﾙﾄﾞ：建設)－Operate(ｵﾍﾟﾚｰﾄ：運営)
・ＢＴＯ：Build(ﾋﾞﾙﾄﾞ：建設)－Transfer(ﾄﾗﾝｽﾌｧｰ：譲渡)－Operate(ｵﾍﾟﾚｰﾄ：運営) 
・ＢＯＴ：Build(ﾋﾞﾙﾄﾞ：建設)－Own(ｵｳﾝ：所有)－Transfer(ﾄﾗﾝｽﾌｧｰ：譲渡)
・ＢＯＯ：Build(ﾋﾞﾙﾄﾞ：建設)－Own(ｵｳﾝ：所有)－Operate(ｵﾍﾟﾚｰﾄ：運営)

■PFI事業の方式
３．ＰＦＩの仕組み

23



■ 廃棄物処理施設におけるＤＢＯ方式導入状況(平成２０年６月末現在）

24
●

⑮（仮称）ひたちなか・東海クリーンセンター施設整備運営事業
（茨城県ひたちなか市）

●
⑭山形市新焼却施設整備運営事業
（山形県山形市）

●―――
⑬第１号清掃施設整備運営事業
（兵庫県西宮市）

●●●
⑫藤ヶ谷清掃センター整備運営事業
（大分県別杵速見地域広域市町村圏事務組合）

●
⑪焼却灰セメント原料化PFI事業
（横浜市）

●●●●●
⑩広域ごみ処理施設整備運営事業
（岩手沿岸南部広域環境組合）

●
⑨久留米市新焼却施設建設整備事業
（福岡県久留米市）

●●●●
⑧新清掃工場整備運営事業
（愛媛県松山市）

●●●●●
⑦新美化センター整備運営事業
（兵庫県姫路市）

●●●●●
⑥新潟市新焼却施設整備運営事業
（新潟県新潟市）

●●●●●●
⑤（仮称）浜松市新清掃工場・新水泳場整備運営事業
（静岡県浜松市）

●●●―――
④あらかわクリーンセンター焼却炉建替事業
（福島県福島市）

●●●―――
③藤沢市北部環境事業所１号炉更新運営事業（仮称）
(神奈川県藤沢市)

●●●―――
②多摩地域廃棄物エコセメント化施設整備運営事業
（東京都三多摩地域廃棄物広域処分組合）

●●●―――
①西胆振廃棄物広域処理事業
（北海道，西いぶり廃棄物処理広域連合）

運営開始設計・施工
段階

事業者
選定

特定事業選
定公表

実施方針
公表

実施方針
公表前

事業名

３．ＰＦＩの仕組み



■ 廃棄物処理施設におけるＰＦＩ方式導入状況(平成20年６月末現在）

25
●

⑮さいたま市新クリーンセンター整備運営事業
（埼玉県さいたま市） 【BTO】

●●●
⑭野田市リサイクルセンター整備運営事業
（千葉県野田市） 【 BOO 】

●●●●
⑬鈴鹿市リサイクルセンター・最終処分場整備運営事業
（三重県鈴鹿市） 【BTO】

●●●●●●
⑫（仮称）北九州市プラスチック製容器包装選別施設整備運営事業
（福岡県北九州市） 【 BOO 】

●●●●●
⑪第2クリーンセンター（仮称）整備・運営事業
（岩手県） 【 BOO 】

●●●●●
⑩堺市・資源循環型廃棄物処理施設整備運営事業
（大阪府堺市） 【BTO】

●●●●●●
⑨稚内市廃棄物最終処分場整備運営事業
（北海道稚内市） 【BTO】

●●●●●
⑧益田地区広域クリーンセンター整備及び運営事業
（島根県） 【BOT】

●●●●●
⑦名古屋市鳴海工場整備・運営事業
愛知県名古屋市） 【BTO】

●●●●●●
⑥長泉町一般廃棄物最終処分場（仮称）の整備・運営事業
（静岡県長泉町） 【BOT】

●●●●●●
⑤彩の国資源循環工場整備事業
埼玉県） 【 BOO 】

●●●●●●
④留辺蘂町外２町一般廃棄物最終処分場整備及び運営事業
（北海道留辺蘂町） 【BOT】

●●●●●●
③（仮称）新リサイクルセンター整備等事業
（愛知県田原町） 【BOT】

●●●●●●
②倉敷市・資源循環型廃棄物処理施設整備運営事業
（岡山県） 【 BOO 】

●●●●●●
①大館周辺広域市町村圏組合・ごみ処理事業
（秋田県） 【 BOO 】

運営開始設計・施工
段階

事業者
選定

特定事業選
定公表

実施方針
公表

実施方針
公表前

事業名

３．ＰＦＩの仕組み



1)BOT方式 （Build-Operate-Transfer）

運営期間中の施設の所有権 →

・所有に係るリスク及び権能を民間に移転
・不動産取得税、固定資産税等が民間に発生

民間事業者に積極的に運営を委ねる施設に適する。民間事業者に積極的に運営を委ねる施設に適する。

民間

２)BTO方式（Build-Transfer-Operate)

運営期間中の施設の所有権 →

・所有者に係るリスク及び権能を留保
・現行税制上有利

庁舎等の公共が自ら使用する施設に適する。庁舎等の公共が自ら使用する施設に適する。

公共

■PFI事業の方式

３．ＰＦＩの仕組み
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2. 施設の基本計画・基本設計

1. 公共施設整備の必要性整理

3. 従来方式の設定

7. PFIスキームの確定

4. PFIスキームの検討

6. ＶＦＭテスト

5. 市場調査

事業ニーズの把握事業ニーズの把握//基本計画基本計画//従来手法によるコスト（ＰＳＣ）の算定従来手法によるコスト（ＰＳＣ）の算定

ＰＦＩ導入可能性の検討～最適スキームの確定ＰＦＩ導入可能性の検討～最適スキームの確定

施設の必要性、市民ニーズ、整備計
画上の位置付け等整理

必要機能の明確化、概略配置計画、
概算工事費の算出

運営方式も踏まえた公共実施のライフ
サイクルコスト算出

法的制約、公的支援、PFI事業範囲、
リスク分担等検討

民間事業者・金融機関の事業参画
意欲、ノウハウ等の把握

PSCとPFI方式でのＬＣＣ比較

VFMが確認されたPFIスキームの設定

（１）ＰＦＩ可能性検証フロー
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■ＰＦＩ事業全体の流れ
３．ＰＦＩの仕組み



導入可否の

判断

法制度上の障害や
制約がないか

ＶＦＭが出るか
(財政負担の削減
が期待できるか)

定性的導入効果
が見込まれるか

民間事業者の参画
が見込まれるか

ＰＦＩ導入可能性調査の視点

28
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9. 特定事業の選定

8. 実施方針の作成・公表

特定事業の選定と公表特定事業の選定と公表

PFI法・基本方針・ガイドラインを踏まえた
実施方針の作成

公的負担の見込額算定、公共サービ
スの水準等の公表資料作成

ＰＦＩ事業者の選定～事業契約締結ＰＦＩ事業者の選定～事業契約締結

募集書類(募集要項･要求水準書･条件規
定書･事業者選定基準、様式集等)の作成

参加資格審査 ⇒ 総合評価（価格＋価
格以外の要素）による事業者選定

事業実施へ（設計事業実施へ（設計 ⇒⇒ 建設建設 ⇒⇒ 運営・管理運営・管理 ⇒⇒ 契約終了）契約終了）

11. 事業者の選定

10. 事業者募集

12. 事業契約の締結

（２）ＰＦＩ事業実施フロー
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■廃棄物処理施設ＰＦＩの特徴

４．廃棄物処理施設のＰＦＩ

①民間の創意工夫の発揮余地が大きい
～従来から性能発注(DB発注）

②施設の重要性が極めて高い

③関連手続きが多い

施設用地調査、生活環境影響調査、ＰＦＩ事業者選定手続き、施設整備計

画策定、施設設置手続、補助金（交付金）交付申請

・「安全」の確保→事故リスク、環境リスクへの対応
・「安定稼働」の確保→不適物混入への対応

→バックアップの考え方

30



▼ 廃棄物処理法上の留意点：

① ＰＦＩ事業として実施する場合においても、一般廃棄物
処理基本計画との整合を図り、同計画の目標・方針を十分に
踏まえる必要がある。

② 民間事業者が一般廃棄物処理施設を設置する場合、都道
府 県知事の許可が必要となる（公共が設置する場合は届出
制）。また、生活環境影響調査結果の告示縦覧、都道府県知
事所轄専門委員会での技術審議等を経る必要がある。

③ ＢＯＴ方式の場合、ＰＦＩ事業者は他の民間業者への再
委託ができないため、自らが業務を行う必要がある。

４．廃棄物処理施設のＰＦＩ
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▼ 補助制度上の留意点：

① 環境省の交付金は市町村に交付され，市町村からＰＦＩ事
業者に支払われることとなる。交付金を建設一時金として取り
扱った場合，事業方式がある程度、限定される。

② 交付金の内示後でないと、設置許可申請等が困難となる可
能性もあるため、都道府県担当部署に確認する必要がある。

▼ 需要変動リスク：民間事業者の収入となる廃棄物の受入手数
料等は、量の変動が見込まれ、また政策の影響を受けやすく、
長期にわたる予測が困難である。このため、固定費と変動費の
併用による支払い等が考えられる。

▼ 税制上の優遇措置：ＰＦＩ方式を活用した一般廃棄物処理施
設の整備に対する固定資産税・都市計画税・不動産取得税の優
遇措置がある。

3332

４．廃棄物処理施設のＰＦＩ
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名古屋市鳴海工場整備・運営事業事業名

設計＋建設＋運営＋維持管理対象業務

事業契約締結済み（新日本製鐵グループ）事業の段階

設計建設：4年3ヶ月

運営 ：20年

事業期間

BＴＯ方式事業方式

①ごみ処理施設

（ガス化溶融炉、可燃ごみ400t/日、焼却灰80t/日）

②管理施設

③資源一時保管施設

④地域還元施設

施設内容

例：名古屋市鳴海清掃工場
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出資

融資

事業契約
直接契約（DA）

公 共

事業会社

（SPC）

金融機関金融機関

ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶｰﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶｰ 運営会社運営会社建設会社建設会社

出 資 者出 資 者

等

補助金
国国

売電収入
電力会社等電力会社等

副生成物購入者副生成物購入者副生成物
収入

余熱購入者余熱購入者

余熱売却収入

例：名古屋市鳴海清掃工場
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浜松市新清掃工場・新水泳場整備運営事業事業名

設計＋建設＋運営＋維持管理対象業務

事業契約締結済み（三井造船グループ）事業の段階

設計建設：3年10ヶ月

運営 ：15年

事業期間

DBO方式事業方式

①ごみ処理施設

（ｽﾄｰｶ式焼却炉＋灰溶融炉またはガス化溶融炉、

一般廃棄物450t/日＋焼却灰）

②管理棟、計量棟、収集車両基地、資源一時保管施設

施設内容

例：浜松市新清掃工場
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出資

基本契約
建設請負契約

公 共

事業会社

（SPC）
ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶｰﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶｰ

運営会社運営会社

建設会社建設会社

等

補助金

国国

売電収入

電力会社等電力会社等

スラグ購入者スラグ購入者

売却収入

水泳場水泳場

余熱供給

事業スキーム（DBO）

建設ＪＶ

運営委託契約

利用収入

例：浜松市新清掃工場




